
●入所児童数 130 万 5420 人（前年比 35,681 人増）　●待機児童 1 万 8789 人以上（前年比 3,256 人増）
●国基準おおむね 40 人以下の施設は全体の 62%（数字は 40 人以下の支援の単位）　

＊ 2020 年 5 月 1 日現在の全国学童保育連絡協議会調査より
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　学童保育は1997年に、児童福祉法に根拠をもつ公的な事業に位置づけられました。2015年には、厚生労

働省令「放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準」（以下、「省令基準」）と「放課後児童クラブ

運営指針」が策定され、国の予算も拡充されつつあります。しかし、自治体や学童保育現場によって実施状

況はさまざまであり、大きな格差があるのが現状です。

コロナ禍で開所を求められた学童保育
　2020年３月以降、「新型コロナウイルス感染症」拡大防止のための学校「臨時休業」中も、学童保育は、保

護者の就労状況が考慮され、国から「原則開所」の要請を受けました。しかし、「省令基準」に示された、施

設の広さ（児童一人につきおおむね 1.65 平方メートル以上）、子ども集団の規模（おおむね 40人以下）は、

すべての学童保育では実現できていません。そのため、「３密」など感染リスクを避けるために、保護者の

判断や、市町村からの依頼で「利用自粛」を行った地域が多数ありました。地域によっては分散登校の時期

も含めると４か月近くもの間、一日保育がつづいたところもあります。その後も、感染拡大防止に努めなが

ら、子どもたちの安全を確保することとあわせて、子どもたちの情緒の安定をはかること、生活環境の変化

に伴い課題を抱えた家庭への対応なども行っています。

求められる学童保育の施策の改善
　この間、子どもたちが学童保育を生活のよりどころとしていることがうかがえたり、学童保育が社会の機能

を維持するための事業であることの認識が社会的に広まった状況が見られたものの、学童保育の制度の脆弱性

もあらためて明らかになりました。保育所は、児童福祉法第７条に「児童福祉施設」と位置づけられ、最低基準

が設けられ「市町村の保育実施義務」（児童福祉法第24条）も定められています。しかし、学童保育は児童福祉

法第６条に「事業」として位置づけられており、市町村の責務は「利用の促進の努力義務」（児童福祉法第21条）

にとどまっていて、施設の広さや子ども集団の規模は自治体任せになっています。また、指導員の資格は保育士

のような国家資格ではありません。

　今般、公立小学校の学級人数の上限が35人に引き下げられることになりました。学童保育も、指導員の資

格と配置基準、広さや人数規模についての基準が遵守され、「全国一定水準の質」が保たれることが必要です。

私たちの思いや願いを「一人ひとりの声」として国と自治体に届けよう！
　そこで私たちは、現状を改善するために、2021年、2022 年の２年をかけて、「一人ひとりの声」を国と自治体

に届ける運動に取り組むことにしました。子どもにとってよりよい学童保育を実現するために、保護者・指導

員など一人ひとりが、自らの言葉を、国（厚生労働大臣）、都道府県（知事）、市町村（市長・町長・村長）に

届けましょう。

子ども一人ひとりが安心できる学童保育の基準を求めて
私たち「一人ひとりの声」を国と自治体に届けよう！

呼びかけ


